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令和８年４月１日現在

【　人事委員会　】

委員長 淺尾　光弘

委　員 北岡　寛之
（委員長代理）

委　員 中村　佳子

  課長補佐兼班長　　中村　里花

【人事委員会事務局】

事務局長 次長兼職員課長

佐藤　史紀 坂口　浩二

　班　長  　　　　　高山　佳人

 

 

　班　長  　　　　　佐宗　　満

人事委員会事務局

　定　数 　 　　１２名

　現在員　　　　１４名

令和８年度　　人事委員会事務局組織体制

３ 名

４ 名

５ 名 公務員制度・審査班

 任 　 用  　班 

 給  　与  　班
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人 事 委 員 会 の 概 要 
 

人事委員会事務局 

 

１ 人事委員会の設置 

  地方自治法及び地方公務員法の規定に基づき、条例で設置する。 

  （地方自治法第２０２条の２第 1項及び地方公務員法第７条第１項） 

 

 

２ 人事委員会の組織 

〔委員の数、選任及び任期〕 

（１）人事委員会は、３人の委員をもって組織する。（合議制） 

（地方公務員法第９条の２第１項） 

（２）委員は、適任者のうちから、議会の同意を得て、知事が選任する。 

（地方公務員法第９条の２第２項） 

（３）委員の任期は、４年とする。但し、再任を認める。 

（地方公務員法第９条の２第１０項）  

 

 

３ 人事委員会の権限（地方公務員法第８条） 

（１） 行政的権限 

① 職員に関する条例の制定・改廃についての議会への意見の申出 

② 人事行政の運営に関する報告・勧告 

③ 人事行政に関する調査・研究 

④ 職員の競争試験及び選考  等 

 

（２） 準司法的権限 

① 職員から出された勤務条件に関する措置要求の審査 

② 職員への不利益処分に関する審査請求の審査 

 

（３）準立法的権限 

人事委員会の権限に属する事項に関する人事委員会規則の制定・改廃   
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事務事業概要 

                             

項  目 概         要   

１ 人事行政に関する 

調査・研究 

１ 人事行政について絶えず研究を行い、その成果を任命権者と共有し

て課題の解消に取り組んでいます。 

２ 報告、勧告及び 

意見の申出 

  

  

  

  

  

  

  

１ 人事行政の適正な運営を行うため、毎年人事統計調査を行い、報告

書を作成しています。 

２ 職員の給与と地域の民間従業員の給与とを比較検討するため、毎年

職種別民間給与実態調査を実施しています。 

３ 給料表が適当であるかどうかについて毎年議会及び知事に報告し、

給料表等を改正することが適当であると認めるときは、併せて勧告し

ています。 

４ 職員の勤務条件に関する条例の制定又は改廃の際、議会からの求め

に応じ意見を申し出ています。 

３ 職員の任用に 

関する事務 

  

１ 職員採用のため、次の競争試験を実施しています。 

県職員採用候補者Ａ・Ｂ・Ｃ・民間企業等職務経験者試験 

市町立小中学校職員採用候補者Ｂ・Ｃ試験 

警察官採用候補者Ａ・Ｂ試験 

※ 教員の採用選考試験については、県教育委員会が実施 

２ 職務と職責の特殊性等により、選考により採用することができる職

及びその資格要件を定め、選考を行っています。 

獣医師・作業療法士などの資格職や、障がい者を対象とした三重

県職員・市町立小中学校職員、行政実務経験者採用選考 など 

３ 臨時的任用職員の任用承認を行っています。 

４ 勤務条件等の 

審査等 

 

１ 職員の勤務条件に関する措置要求が提出された場合、これを審査・

判定し、その結果に基づいて必要な措置を講じています。 

２ 職員に対する不利益な処分について、審査請求が提出された場合、

これの審査・裁決を行っています。 

３ 職員からの勤務条件等に関する相談業務を行っています。 

４ 職員団体の登録等の事務を行っています。 

５ 職場の勤務条件に関し、労働基準監督機関としての業務を行ってい

ます。 
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令和８年度　人事委員会事務局　年間スケジュール

県職員Ａ
（早期枠）

警察官
Ａ

県職員Ａ
県職員Ｂ

（総合土木）

警察官
Ａ・Ｂ

県職員等
Ｂ・Ｃ

県職員Ｃ
(技術職）

県職員
民間

選考

４月

(2次）

最終合格
（随時）

５月
5/10
(1次）

６月 （2次）
6/21
（1次）

７月 最終合格

（2次）

８月
○人事院勧告

　（国家公務員）

最終合格

９月
9/20
（1次）

9/27
（1次）

9/23
9/27

上旬～下旬
（1次）

１０月
◎人事委員会

勧告 （2次）

最終合格
※１次・２次の

区別なし

１１月
（2次）

最終合格
（2次）

１２月

最終合格 最終合格

１月

２月

３月

通年

人事行政
に関する
調査・研

究
報告・勧告

職員の任用関係

・人事委員会の開催（年24回程度）
・措置要求・審査請求、職員相談対応
・勤務環境に関する実態調査
・職員募集活動（大学訪問・説明会の開催、ホームページ・WEB広告等による広報活動） 　など

民間給与

実態調査
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事  務  事  業  概  要 
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監査委員事務局 
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○監査委員
定  数 ４人

現在員 ４人

代表監査委員 村　上　　　亘
監 査 委 員 倉　本　崇　弘
監 査 委 員 中　瀬　信　之
監 査 委 員 伊　賀　　　恵
電話 059-224-2920(代表監査委員)

○監査委員事務局
定　数 ２０人

現在員 ２０人

事 務 局 長 西 口 輝
電話 059-224-2921

４人

課　長（兼） 上川 秀明
電話 059-224-2922

次　　　 長 上 川 秀 明 ○総  務  班　  課長補佐兼班長　森　　元就

電話 059-224-2922 　・委員会議、事務局内の企画調整、組織・人事、

    予算・決算・経理、住民監査請求

１４人

課　　　長 辻 健 太 郎

電話 059-224-2923

　

○定期監査班　　課長補佐兼班長　桐畑　秀照

　・　・定期監査、内部統制評価報告書審査

 

　　○決算審査班　　班長　山中　秀彦

　・決算審査、例月出納検査、資金不足比率審査、

　  健全化判断比率審査、財政的援助団体等監査

監査総務課

監査委員・事務局の組織体制

監査・審査課
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事 務 事 業 概 要 

監査委員事務局 

項   目 概            要 

１ 定期監査 

 

 

 

 

 

 

 

２ 財政的援助団体等 

  監査 

 

 

 

 監査結果及び講じ 

  た措置の公表 

 
 

 

３ 決算審査 

 

 

 

４ 例月出納検査 
 

 

 

５ 健全化判断比率及 

び資金不足比率の 

審査 

 

 

 

 

 

 

６ 内部統制評価報告 

  書の審査 

 

 

７ 住民監査請求に基 

づく監査 

 

 

本庁(各種委員会を含む。)及び地域機関について、財務に関する事

務の執行、経営に係る事業の管理及び一般行政事務の執行を年 1 回年

間計画に基づき監査する(地方自治法第 199 条第 1 項、第 2 項及び第

4項)。 

 

    令和 8年度定期監査対象数 

    本庁：188箇所、地域機関：185箇所、合計：373箇所 

 

補助金等の財政的援助を行っている団体、出資団体、公の施設の管

理を行わせている団体（指定管理者）等について、財政的援助等に係

る出納その他の事務の執行を監査する(地方自治法第 199 条第 7 項)。

監査対象については、概ね 30団体を選定して実施する。 

 

上記１及び２の監査結果については、議会及び知事等に提出すると

ともに、県民に公表する。また、監査の結果を踏まえ知事等が措置し

た事項についても県民に公表する(地方自治法第 199 条第 9 項及び第

14項)。 

 

知事から審査に付された一般会計、特別会計及び公営企業会計に係

る決算等の審査を行う(地方自治法第 233 条第 2 項、地方公営企業法

第 30条第 2項)。 

審査した結果については、知事に意見書を提出する。 

 

一般会計、特別会計及び公営企業会計の現金の出納について、毎月

検査を実施する(地方自治法第 235 条の 2第 1項)。 

検査した結果については、議会及び知事に報告する。 

 

知事から審査に付された健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類の審査を行う(地方公共団体の財政の健全

化に関する法律第 3条)。 

また、公営企業の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類の審査を行う(地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第 22条)。 

審査した結果については、知事に意見書を提出する。 

 

知事等から審査に付された内部統制評価報告書の審査を行う（地方

自治法第 150条第 5項）。 

  審査した結果については、知事等に意見書を提出する。 

 

県の財務会計行為に違法又は不当なところがあるとして、県民から

監査の請求があった場合、60 日以内に監査を行い、その結果を公表

する(地方自治法第 242条)。 
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令和 8年度監査等執行計画の概要  
 

 

第１ 基本方針 

近年の世界情勢は、武力紛争などの地政学的な緊張の高まりや諸外国の通商政策等による経済の

不安定化など、先行きへの不透明感が強まっているといわれています。 

国内においては、コロナ禍の影響から脱却して緩やかに経済は回復を続けているものの、長引く

物価高は、家計の実質的な可処分所得の減少や消費の低迷などをもたらしており、国民生活は依然

として厳しい状況におかれています。また、気候変動による異常気象の発生増加や自然災害の激甚

化などをはじめ、食の安全保障の確保やクマ被害に象徴される自然界との調和も課題となっていま

す。 

また、少子化による人口減少と都市部への人口偏在が今後一層進むことが予想され、地方ではそ

の影響を受け、社会経済情勢は一層厳しいものになると思われます。 

なかでも、企業活動では、労働力不足が深刻化するとともに、円安の継続による原材料価格の高

騰、金利の上昇により事業の拡大や設備投資にも影響を及ぼす可能性があります。 

さらには、近年発生している下水道等の社会インフラの老朽化による事故や甚大な被害が想定さ

れる南海トラフ等の地震への備えについても対応が求められています。 

こうした中、本県では、令和 8 年度に中期戦略計画「みえ元気プラン」（令和 4 年度～8 年度）

の最終年度を迎え、これまで「県民の命と尊厳を守る」、「未来を拓く」双方の観点から進めてき

た、防災対策や県土の強靭化対策、子ども・子育て・教育への支援、社会情勢の変化や気候変動に

対応した産業振興への支援などの取組を更に推進していく必要があります。加えて、県内人口が減

少局面にある中、人口ビジョンの改定を見据え、「三重県人口減少対策方針」に基づき、本県の強

みと弱みを踏まえた人口減少対策を着実に進めるとともに、労働力不足の緩和、人材確保に向けて

産学官が連携して取り組んでいく必要があります。 

このほか、本県が全国の中で低位となっているインバウンドの回復や経済分野のジェンダーギャ

ップ解消に向けては、引き続き重点的に取組を進めていく必要があります。 

本県の財政状況は改善傾向にありますが、今後、金利の上昇による公債費への影響や高齢化の進

展に伴う社会保障関係経費の増加が見込まれるなど予断を許さない状況にあることから、経常的な

支出の抑制や多様な財源確保を図るなど慎重な財政運営を継続するとともに、限られた予算で喫緊

の課題に的確に対応しつつ、先を見据えたバランスの取れた持続可能な行政運営に努めることが必

要となっています。 

また、法令を遵守すべき公務員が、窃盗、飲酒運転、パワハラ等の法令違反行為等により懲戒処

分を受けた事案や個人情報の漏えい、公文書の紛失などの不適切な事務処理事案が連続して発生す

るなど、県民の信頼を著しく損なう事案が後を絶たない状況となっています。 

このような状況を踏まえ、適切な行財政運営や県民の信頼の確保に向けて、引き続き、県の事務

の管理及び執行等について、法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的な実施を確保する

とともに、服務規律違反や不適切な事務処理で県民の信頼を損なう事案については、コンプライア

ンスの徹底を促すという観点で監査等を行います。 

さらに、効率的かつ効果的に監査等を実施するために、内部統制に依拠する程度を勘案しながら

各種監査等との有機的な連携と調整を図っていきます。 
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第２ 実施計画 

１ 定期監査（行政監査を含む） 

（１）執行方針 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、法令に適合し、正確で、最少の経費で

最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかについて監査を実施し

ます。 

また、令和 7 年度定期監査結果の指摘事項に対する取組等を的確に把握するとともに、令和 7

年度包括外部監査結果の対応状況についても併せて確認します。 

（２）対象年度 

対象年度は、原則として令和 7年度とします。 

（３）対象箇所 

ア  本庁 

（ア）三重県会計規則第 2条第 1号に定める部局等における課等 

     （イ）三重県企業庁組織規程第 2条第 1項に定める課 

     （ウ）三重県病院事業庁組織規程第 3条第 1項第 1号に定める課 

    イ  地域機関 

（ア）三重県会計規則第 2条第 2号に定める所 

     （イ）三重県企業庁組織規程第 9条第 2項別表に定める事業所 

   （ウ）三重県病院事業庁組織規程第 3条第 1項第 2号に定める県立病院 

（４）実施時期 

令和 8年 1月下旬から 10月上旬まで 

 

２ 財政的援助団体等監査 

（１）執行方針 

補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体、借入金の元金

又は利子の支払を保証している団体及び公の施設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等

に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているかについて監査

します。 

（２）対象年度 

原則として令和 7年度とし、必要に応じ 6年度以前に実施した事業等も対象とします。 

（３）対象団体 

別に定める「令和 8年度財政的援助団体等監査実施要領」の「財政的援助団体等に係る監査対

象団体選定基準」に基づき、県の関与度が高い団体等を重点的に選定します。 

（４）実施時期 

令和 8年 10月から 9年 2月まで 

 

３ 決算審査 

（１）審査対象 

  ア 知事から審査に付される令和 7年度三重県歳入歳出決算 

（ア）一般会計及び特別会計 

  イ 知事から審査に付される令和 7年度三重県公営企業会計決算 

（ア）水道事業会計 
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（イ）工業用水道事業会計 

（ウ）病院事業会計 

  （エ）流域下水道事業会計 

（２）実施時期 

ア 歳入歳出決算   令和 8年 6月から 10月まで 

イ 公営企業会計決算 令和 8年 6月から 9月まで 

 

４ 例月出納検査 

（１）対象会計 

  ア 一般会計及び特別会計 

  イ 公営企業会計 

（ア）水道事業会計 

  （イ）工業用水道事業会計 

  （ウ）病院事業会計 

  （エ）流域下水道事業会計 

（２）実施時期 

毎月下旬（7月については公営企業会計のみ中旬） 

 

５ 健全化判断比率及び資金不足比率の審査 

（１）審査対象 

知事から審査に付される令和 7 年度決算に係る健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類 

（２）実施時期 

令和 8年 6月から 10月まで 

 

６ 内部統制評価報告書審査 

（１）審査対象 

知事等から審査に付される令和 7年度内部統制評価報告書 

（２）実施時期 

令和 8年 6月から 10月まで 
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月 総　　括
財政的援助団体
等監査

決算審査
（一般・特別会
計）

健全化判断比率
等審査

 決算審査
・ 資金不足比
率（企業会計）

 例月出納
 検査

内部統
制評価
報告書
審査

7年/
12月

8年度監査等
執行計画の決
定

8年度定期監査実施要領の決定

（下旬）○

8年/
1月

（下旬）○

2月 監査結果決定

（下旬）○ 

3月

 議会・知事等へ提
出
公表

（下旬）○

4月

（下旬）○

5月

（下旬）◎

6月

（下旬）○ 

7月

企業会計のみ
（中旬）◎

（下旬）〇

8月

審査意見決定 （下旬）〇

9月

7年度財援監査結
果「講じた措
置」の公表

審査意見決定 審査意見決定

知事へ提出

（下旬）○
審査意見
書決定

10月

財援監査実施
要領の確定
団体選定(出資、
公、補助金等)

知事へ提出 知事へ提出

（下旬）○

知事等へ
提出

11月  

（下旬）○ 

12月
9年度監査等
執行計画の確
定

9年度定期監査実施要領の決定

（下旬）○

9年/
1月

（下旬）○ 

2月 監査結果決定

（下旬）○ 

3月

      議会・知事等へ提
出
公表

（下旬）○

例月出納検査：◎は委員実地検査、○は書面検査。

（参考）    　　　 　　    年  間  監  査  等　執  行  計  画  表

定期監査

予備監査
〔本庁〕

企
業
庁
・
病
院
事
業
庁

・
下
水
道
2
課
聴
取

予備監査〔県立学校〕〔警察署〕

〔単独地域機関の一部〕

監査結果決定
議会・知事等へ提出
公表

本監査

本監査

予備監査(出
資、公、補助
金等)

予備監査〔企業庁〕〔病院事業庁〕
〔県土（流域下水）〕

資
金
不
足
比
率
審
査

本監査〔県立学校〕〔警察署〕

〔単独地域機関の一部〕

本監査〔地域機関〕
〔企業庁（事務所）〕
〔県立病院〕
〔流域下水（事務所）〕

総括本監査〔企業庁〕
〔病院事業庁〕

〔県土（流域下水）〕

総括本監査〔知事部局等〕

予備監査(出資、
公、補助金等)

7年度定期監査結果

「講じた措置」の公表

関
係
部
局
等
聴
取

予備監査〔地域機関〕〔企業庁(事務所)〕

〔県立病院〕〔流域下水(事務所）〕

予備監査〔県立学校〕〔警察署〕
〔単独地域機関の一部〕

予
備
調
査

健
全
化
判
断
比
率
等
審
査
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事 務 事 業 概 要 
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１ 組 織 体 制 

 

令和 8年 4月 1日現在 

 

出 納 局 
定数 43人 

現在員 44人 

           

 

 

                                          

     会計管理者     課長(兼) 長尾 和子    課長補佐兼班長 田中 涼子 

      天野 圭子 

 

                                班 長 加納 友子 

  

 

                                班 長 山出 正直 

 

  

 課 長    辻  健一    課長補佐兼班長 東川 祐樹 

       

 

                                班 長 稲垣 智子 

 

 
 

会 計 管 理 者 

出 納 局 

出納総務課 

地域会計支援担当 

14 人 

会計支援課 24 人 

13 人 

相 談 支 援 班 ４ 人 

企 画 支 援 班 ６ 人 

財 務 電 算 班 ５ 人 

出 納 ・ 資 金 班 ６ 人 

総 務 班 ３ 人 

出納局長(兼) 天野 圭子 

副 局 長   長尾 和子 

会計支援監   中川 栄子 

会計支援監   友田 明子 

会計支援監   金森  功 

会計支援監   塩崎 一長 
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２ 事 務 事 業 概 要 

項   目 概         要 

出納総務課 

課長(兼) 

長尾 和子 

TEL 059-224-2771 

 

１ 出納事務 

 

 

 

２ 指定金融機関等事務 

 

 

 

 

 

 

 

３ 国費事務 

 

 

 

４ 資金管理運用事務 

 

 

 

 

 

５ 決算調製事務 

 

 

６ 財務会計システムの

運用 

 

７ 収納方法の多様化 

 

 

 

 

 

 収納金を収入するとともに、債権者への支払を行っています。 

 また、職員の給与支払に伴う所得税、住民税など県の所有に属

さない歳入歳出外現金の保管を行っています。 

 

 公金の収納及び支払事務を行う県の指定金融機関として、株式

会社百五銀行を指定しています。 

 県税等の収納事務を行う収納代理金融機関として、県内に店舗

を有する金融機関を中心に、株式会社三十三銀行など計 29金融機

関を指定しています。 

 また、指定金融機関等の公金取扱事務について、計画的に検査

を実施しています。 

 

国の法定受託事務として、会計管理者が総務省ほか関係各省の

歳入徴収官並びに支出官として、国庫金の徴収及び支出に関する

事務を行っています。 

 

 歳計現金（歳入・歳出に属する現金）は、安全性の確保を前提

に、支払準備金に支障のない範囲において効率的な運用に努めて

います。 

 また、基金の運用についても、確実かつ効率的な運用に努めて

います。 

 

 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の調製を行い、知事に提

出しています。 

 

 会計事務を行う各所属が正確かつ迅速に業務執行できるよう、

財務会計システムの円滑な運用管理をしています。 

 

県民の公金納付の利便性を向上させるため、キャッシュレス収

納の拡充等、収納方法の多様化に取り組んでいます。 

併せて、三重県収入証紙の廃止について検討を始めています。 
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項   目 概         要 

会計支援課 

課長 辻 健一 

TEL 059-224-2772 

 

１ 不適切・不適正な会

計事務の未然防止 

 

 

 

２ 物件関係の入札・契

約制度の構築・改善 

 

 

 

３ 三重県電子調達シス

テム（物件等）の運用 

 

 

４ 会計規則、マニュア

ルの見直し等 

 

 

５ 会計事務職員研修の

実施 

 

 

６ 県有自動車任意保険 

 

 

 

 

 

 

 

 各所属の行う会計事務を身近なところで、日常的にサポートす

るため、相談への対応、事前確認・事後検査、各種研修を実施す

るなど、きめ細かな対応を行うことにより、不適切・不適正な会

計事務の未然防止に努めています。 

 

 会計事務の公平性、透明性の確保を前提に、会計事務の簡素・

効率化を図るため、公正でより競争性が高く、地域産業（事業者）

の育成にも貢献するバランスのとれた物件関係の入札・契約制度

の構築に努めており、必要に応じて制度の見直しを行っています。 

 

 インターネットを介して入札を行う「三重県電子調達システム

（物件等）」を運用し、公正・公平で、透明性・競争性を確保しな

がら、利便性が高く、効率的な物件調達に努めています。 

  

 適正な会計事務の確保並びに会計事務の簡素・効率化を図るた

め、会計規則や関係諸規定、会計事務マニュアル等の整備・見直

しを行うとともに、会計事務マニュアル等の活用を促進します。 

 

 新任者研修、専門研修、地域別研修などの体系的な研修や所属

に応じたＯＪＴ研修の実施、研修動画ファイル等のｅラーニング

教材の提供等により、会計事務職員の人材育成を行っています。 

  

 県有自動車（企業庁、病院事業庁、警察を除く）の事故処理を

迅速かつ適正に行うため、任意保険に加入しています。 
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出 納 局 の 役 割 に つ い て 

 
 

 財務会計の事務を処理する会計機関には、執行機関と出納機関があります。 

 執行機関とは収入、支出及び出納を命令する機関で、出納機関はその命令に従って現実に

収納、支払及び出納を行う機関です。 

 これは、分立による内部牽制制度として適正な財務会計の運営を図るため、地方自治法で、

財務会計の運営を、執行権限を持つ執行機関と審査権限を持つ出納機関に分離させているこ

とによるものです。 

 執行機関を代表するのは知事で、出納機関を代表するのは会計管理者です。 

 
 

 執行機関 

 
 出納機関 

 
 

 

 執行機関である首長の担任する主な財務事務（地方自治法第１４９条） 

① 議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること 

② 予算を調製し、及びこれを執行すること 

③ 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料を科する

こと 

④ 決算を議会の認定に付すること 

⑤ 会計を監督すること（検査・相談・指導） 

⑥ 財産を取得し、管理し、及び処分すること 
 

 

 出納機関である会計管理者がつかさどる主な事務（地方自治法第１７０条第２項） 

① 現金の出納及び保管を行うこと 

② 小切手を振り出すこと 

③ 有価証券の出納及び保管を行うこと 

④ 物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く）を行うこと 

⑤ 現金及び財産の記録管理を行うこと 

⑥ 支出負担行為に関する確認を行うこと（首長の命令に対する審査権・法第２３２条の４） 

⑦ 決算を調製し、これを首長に提出すること 
 

 

 

 

会計管理者 出納局長 出納員 会計職員 

知 事 副知事 各部局長等
(出納局長含む) 
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【参考】 

 

（地方自治法抜粋） 

 第２３２条の４ 会計管理者は、普通地方公共団体の長の政令で定めるところによる命令

がなければ、支出をすることができない。 

 ２ 会計管理者は、前項の命令を受けた場合においても、当該支出負担行為が法令又は予

算に違反していないこと及び当該支出負担行為に係る債務が確定していることを確認

したうえでなければ、支出をすることができない。 

 

（三重県行政組織規則抜粋） 

 第５条 物件の調達及び会計事務の検査に関する事務並びに会計管理者の権限に属する

事務を補助させるために、部外に出納局を設置する。 

 

第１９条 本庁においては、次の表の上欄に掲げる職をそれぞれ同表の中欄に掲げる組織

に置き、その職の職務は、それぞれ同表の下欄に定めるとおりとする。 

（以下抜粋） 

職 組織 職務 

出納局長 出納局 県政運営の全般に参画し、知事及び会計管理者の命を受けて出納

局の事務を掌理し、部下職員を指揮監督する。 

 

 

＜出納員・会計職員＞ 

① 出納員 

三重県会計規則第５条で、充当方式により出納員が指定されます。 

職務(委任業務の範囲)は「会計管理者の所管に属する事務の一部を委任した出納員」

告示により定められます。出納員は、自己の名前と責任において委任を受けた業務を

執行することになります。 

 

② 会計職員 

    三重県では、出納員を補助する職員として、会計職員（現金取扱員、物品取扱員及

び審査取扱員）を所属長が必要に応じて任免することができます。 

 

    現金取扱員 出納員の指揮命令を受けて現金の出納及び保管に関する事務を補助 

    物品取扱員 出納員の指揮命令を受けて物品出納及び保管に関する事務を補助 

    審査取扱員 出納員の指揮命令を受けて支出負担行為の確認事務を補助 
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